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【事業概要】 

本地区は、群馬県の中央に位置し、関東平野の西北端、赤城、榛名及び子持山麓一帯に広がっ

た５市１町１村にまたがる農地面積 6,214ha の農業地帯である。本地区の営農は水田での水稲の

他、畑でのねぎ、なす等の野菜栽培を中心に農業経営が展開されており、首都圏への食料供給地

として重要な役割を果たすとともに、前橋市外７市町村に水道用水を供給している。 

本地区の基幹的農業水利施設は、旧水資源開発公団営「群馬用水事業」(昭和 38 年度～昭和 44

年度)により整備され用水の安定供給が図られてきた。しかし、榛名幹線有馬トンネルでは造成

後約 40 年が経過し、老朽化の進行等により多量の浸入水が発生しており、トンネルの損壊が懸

念された。 

このため、本事業は、緊急に当該トンネルの補強を行うことで、農業用水の安定供給を図り、

農業生産の維持と農業経営の安定に資することを目的に実施したものである。 

 

受益面積：6,214ha（田：2,816ha、畑:3,398ha）（平成 24 年時点） 

受益者数：13,270 人（平成 24 年時点） 

主要工事：トンネル（改修）約２km、併設水路（新設）約２km 

事 業 費：3,232 百万円（決算額） 

事業期間：平成 26 年度～平成 30 年度（計画変更：平成 29 年度） 

関連事業：なし 

 

【評価項目】 

１ 社会経済情勢の変化 

（１）地域における人口、産業等の動向 

本地区の関係５市１町１村（以下「本地域」という。）の総人口は、事業実施前（H22）

の 1,158,019 人から事業実施後（R２）の 1,134,006 人と大きな変化はない。 

本地域の総世帯数は、同期間に 444,107 戸から 476,127 戸へ７％（32,020 戸）増加して

いる。 

     【人口、世帯数】 

区分 平成 22 年 令和 2 年 増減率 

総人口 1,158,019 人 1,134,006 人 △ 2 ％ 

総世帯数 444,107 世帯 476,127 世帯 7 ％ 

（出典：国勢調査） 

 

第１次産業の就業人口は、同期間に 22,297 人から 18,220 人へ 18％ （4,077 人）減少し

ている。 

     【産業別就業人口】 

区分 
平成 22 年 令和 2 年 

増減率 
 割合  割合 

第１次産業 22,297 人 4 ％ 18,220 人 3 ％ △ 18 ％

第２次産業 155,473 人 29 ％ 150,736 人 28 ％ △  3 ％

第３次産業 352,643 人 67 ％ 363,261 人 69 ％ 3 ％

（出典：国勢調査） 
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（２）地域農業の動向 

本地域の耕地面積は、事業実施前（H22）の 28,512ha から事業実施後（R２）の 25,115ha

へ 12％（3,397ha）減少している。 

本地域の農業経営体数は、事業実施前（H22）の 15,047 経営体から事業実施後（R２）

の 8,979 経営体へ 40％（6,068 経営体）減少している。 

本地域の基幹的農業従事者数は、事業実施前（H22）の 20,307 人から事業実施後 （R２）

の 11,532 人へ 43％（8,775 人）減少している。 

本地域の経営体当たりの経営耕地面積は、事業実施前（H22）の 1.24ha から事業実施後

（R２)の 1.69ha へ 36％（0.45ha/経営体）増加している。 

本地域の認定農業者数は、事業実施前（H22）の 1,944 経営体から事業実施後 （R２）の

1,734 経営体へ 6％（210 経営体）減少している。 

      

区分 平成 22 年 令和 2 年 増減率 

耕地面積 28,512ha 25,115ha △ 12 ％

農業経営体数 15,047 経営体 8,979 経営体 △ 40 ％

基幹的農業従事者数 20,307 人 11,532 人 △ 43 ％

 うち 65 歳以上 12,943 人 8,243 人 △ 36 ％

経営体当たり経営耕地面積 1.24ha/戸 1.69ha/戸 36 ％

認定農業者数 1,944 経営体 1,734 経営体 △  6 ％

（出典：農林水産統計年報、農林業センサス、認定農業者数は群馬県調べ） 

 ※認定農業者数は平成 22 年３月末、令和２年３月末の数字。 

 

 

２ 事業により整備された施設の管理状況 

施設管理規程に基づき、利根川から取水する綾戸取水口及び岩本予備取水口、導水幹線、赤榛

分水工、榛名幹線、赤城幹線、揚水機場については水資源機構が管理を行い、幹線水路から分水

した後の支線水路等については群馬用水土地改良区が管理（水資源機構の支線水路は水資源機構

から土地改良区に管理委託）を行っており、末端水路を経てほ場に配水されている。 

事業対象の榛名幹線有馬トンネルは、年間を通して農業用水及び水道用水を供給していること

から、本事業の着手前 （平成 21 年度）に実施したトンネルの施設機能調査（空水調査）は、限ら

れた時間内 （断水可能時間は概ね４時間程度）で実施する必要があった。また、本事業で当該ト

ンネルの改修工事を実施するに当たっては、地域の生活・経済への影響を考慮すると長期間の断

水は不可能であったことから、先行して併設水路を設置し、トンネルから併設水路へ送水を切り

替えた上でトンネル本体の改修工事を実施する必要があった。 

本事業で併設水路を設置したことにより、下流部への送水を停止することなく、当該トンネル

の計画的な維持管理、点検、機能保全のための対策を実施することが可能となった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 



３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 

（１）作物生産効果 

本地区は、利根川の両岸に展開する農業地帯であり、水稲を中心に、小麦や大麦の土地利

用型作物、収益性の高い野菜や果樹等、幅広い農業経営が展開されている。 

事業計画時点の現況(H24)と事後評価時点(R6)を比較すると、田では飼料作物(表作･裏作)

の作付が減少している一方、園芸作物のねぎや特産のこんにゃくの作付が増加している。 

普通畑では陸稲の栽培がほぼ見られなくなっているが、キャベツ(春夏作･秋冬作)が増加

しており、園芸作物への転換が図られている。 

樹園地では養蚕が大きく減少しているが、その他のなし及びうめはわずかな減少にとどま

っている。 

   【作付面積】                             （単位：ha） 

区分 作物名 
事業計画（平成 26 年） 評価時点 

（令和６年） 現況（平成 24 年） 計画 

田 

表
作 

水稲 1,914 1,914 1,830 

小麦 - - 69 

大麦 - - 23 

大豆 52 52 46 

きゅうり 71 71 46 

なす 40 40 46 

ねぎ 76 76 117 

こんにゃく 48 48 93 

飼料作物 326 326 46 

裏
作 

小麦 445 445 486 

大麦 146 146 139 

飼料作物 78 78 46 

普
通
畑 

春
夏
作 

きゅうり 296 296 255 

なす 207 207 205 

トマト 266 266 244 

ねぎ 355 355 264 

ほうれんそう 29 29 33 

キャベツ 147 147 185 

こんにゃく 767 767 776 

飼料作物 325 325 287 

ばれいしょ 177 177 128 

陸稲 59 59 3 

きく 325 325 249 

秋
冬
作 

小麦 119 119 115 

ほうれんそう 384 384 443 

レタス 384 384 476 

キャベツ 207 207 261 

飼料作物 236 236 208 

ばれいしょ 207 207 149 

樹
園
地 

通
年 

なし 112 112 114 

うめ 204 204 190 

養蚕 41 41 14 

（出典：事業計画書（最終計画）、独立行政法人水資源機構調べ） 



 

主要作物の単収（10a 当たり収量）と生産量について、事業計画時点の現況(H24)と事後評

価時点(R6)を比較すると、田では飼料作物の生産量が作付面積の減少により減少している

が、園芸作物のなすやねぎの生産量が作付面積及び単収の増加により増加している。 

普通畑では陸稲の生産量が減少しているが、ほうれんそうやレタスの生産量が作付面積及

び単収の増加により増加している。 

樹園地では養蚕の生産量が減少している。 

【生産量】 

区分 作物名 

事業計画（平成 26 年） 評価時点 

（令和６年） 現況（平成 24 年） 計画 

生産量 

(t) 

単収 

(t/ha) 

生産量 

(t) 

単収 

(t/ha) 

生産量 

(t) 

単収 

(t/ha) 

田 

表
作 

水稲 8,804 4.60 8,804 4.60 9,242 5.05 

小麦 - - - - 311 4.50 

大麦 - - - - 81 3.50 

大豆 92 1.76 92 1.76 83 1.80 

きゅうり 3,353 47.22 3,353 47.22 3,680 80.00 

なす 1,187 29.67 1,187 29.67 3,220 70.00 

ねぎ 1,553 20.43 1,553 20.43 4,095 35.00 

こんにゃく 1,287 26.82 1,287 26.82 2,623 28.20 

飼料作物 21,151 64.88 21,151 64.88 2,990 65.00 

裏
作 

小麦 1,820 4.09 1,820 4.09 2,187 4.50 

大麦 593 4.06 593 4.06 487 3.50 

飼料作物 5,061 64.88 5,061 64.88 2,990 65.00 

普
通
畑 

春
夏
作 

きゅうり 13,977 47.22 13,977 47.22 20,400 80.00 

なす 6,142 29.67 6,142 29.67 14,350 70.00 

トマト 26,624 100.09 26,624 100.09 24,400 100.00 

ねぎ 7,253 20.43 7,253 20.43 9,240 35.00 

ほうれんそう 321 11.08 321 11.08 396 12.00 

キャベツ 4,425 30.10 4,425 30.10 8,880 48.00 

こんにゃく 20,571 26.82 20,571 26.82 21,883 28.20 

飼料作物 21,086 64.88 21,086 64.88 18,655 65.00 

ばれいしょ 3,575 20.20 3,575 20.20 3,840 30.00 

陸稲 97 1.65 97 1.65 5 1.61 

きく 83,532 257.02 83,532 257.02 74,700 300.00 

秋
冬
作 

小麦 487 4.09 487 4.09 518 4.50 

ほうれんそう 4,255 11.08 4,255 11.08 5,316 12.00 

レタス 8,456 22.02 8,456 22.02 16,660 35.00 

キャベツ 6,231 30.10 6,231 30.10 12,528 48.00 

飼料作物 15,312 64.88 15,312 64.88 13,520 65.00 

ばれいしょ 4,181 20.20 4,181 20.20 4,470 30.00 

樹
園
地 

通
年 

なし 2,680 23.93 2,680 23.93 2,850 25.00 

うめ 1,363 6.68 1,363 6.68 2,280 12.00 

養蚕 40 0.97 40 0.97 14 0.97 

※花き（きく）の単位は生産量を（千円）、単収を（千本/ha）と読み替える。 

（出典：事業計画書（最終計画）、独立行政法人水資源機構調べ） 



 

主要作物の単価（1t 当たりの価格）と生産額について、事業計画時点の現況(H24)と事後

評価時点(R6)を比較すると、野菜類は生産量の増加に伴い多くの作物で生産額が増加してい

る。大豆と飼料作物は生産量の減少により生産額が減少している。 

普通畑でも野菜類の生産額が増加しているが、きくは生産量の減少により生産額が減少し

ている。 

樹園地では養蚕の生産額が減少している。 

【生産額】 

区分 作物名 

事業計画（平成 26 年） 評価時点 

（令和６年） 現況（平成 24 年） 計画 

生産額 

(千円) 

単価 

(千円/t) 

生産額 

(千円) 

単価 

(千円/t) 

生産額 

(千円) 

単価 

(千円/t) 

田 

表
作 

水稲 2,165,784 246 2,165,784 246 1,894,610 205 

小麦 - - - - 10,885 35 

大麦 - - - - 2,430 30 

大豆 19,044 207 19,044 207 7,553 91 

きゅうり 948,899 283 948,899 283 1,100,320 299 

なす 373,905 315 373,905 315 1,220,380 379 

ねぎ 500,066 322 500,066 322 1,105,650 270 

こんにゃく 205,920 160 205,920 160 390,827 149 

飼料作物 2,030,496 96 2,030,496 96 89,700 30 

裏
作 

小麦 192,920 106 192,920 106 76,545 35 

大麦 49,812 84 49,812 84 14,610 30 

飼料作物 485,856 96 485,856 96 89,700 30 

普
通
畑 

春
夏
作 

きゅうり 3,955,491 283 3,955,491 283 6,099,600 299 

なす 1,934,730 315 1,934,730 315 5,438,650 379 

トマト 7,774,208 292 7,774,208 292 7,734,800 317 

ねぎ 2,335,466 322 2,335,466 322 2,494,800 270 

ほうれんそう 139,956 436 139,956 436 194,436 491 

キャベツ 331,875 75 331,875 75 550,560 62 

こんにゃく 3,291,360 160 3,291,360 160 3,260,567 149 

飼料作物 2,024,256 96 2,024,256 96 559,650 30 

ばれいしょ 382,525 107 382,525 107 341,760 89 

陸稲 23,862 246 23,862 246 1,025 205 

きく※ 5,513,112 66 5,513,112 66 4,033,800 54 

秋
冬
作 

小麦 51,622 106 51,622 106 18,130 35 

ほうれんそう 1,855,180 436 1,855,180 436 2,610,156 491 

レタス 1,327,592 157 1,327,592 157 1,449,420 87 

キャベツ 467,325 75 467,325 75 776,736 62 

飼料作物 1,469,952 96 1,469,952 96 405,600 30 

ばれいしょ 447,367 107 447,367 107 397,830 89 

樹
園
地 

通
年 

なし 1,112,200 415 1,112,200 415 874,950 307 

うめ 336,661 247 336,661 247 893,760 392 

養蚕 88,640 2,216 88,640 2,216 35,182 2,513 

※花き（きく）の単価の単位は（千円／千本）と読み替える。 

（出典：事業計画書（最終計画）、独立行政法人水資源機構調べ） 



 

４ 事業効果の発現状況 

 

（１）事業目的に関連する効果 

①農業用水の安定供給 

本地区では、水田での水稲、小麦等の他、畑でのこんにゃく、ほうれんそう、きゅうり、

なす、ねぎ等の栽培を中心に農業経営が展開されている。本事業において、崩落の危険性が

あった榛名幹線有馬トンネルの改修を実施したことで、同トンネルでの崩落事故等が未然に

防止され、用水の安定供給が確保されたことにより地域の農業生産の維持が図られた。 

事後評価アンケート調査（令和６年 11 月実施 独立行政法人 水資源機構、以下「アンケー

ト調査」という。）によると、用水の安定供給は「計画的な作付」、「作物の品質の安定」、「水

管理の容易さ」に影響があると答えた農業経営者が半数を超え、本事業による用水の安定供

給が計画的な作付け、作物品質の安定、農作業の負担軽減につながっていることがわかる。 

 

②維持管理の計画的な実施 

事業対象の榛名幹線有馬トンネルは、年間を通して農業用水及び水道用水を供給しており、

地域の生活・経済への影響を考慮すると長期間の断水は不可能であるが、本事業で併設水路

を設置したことにより、下流部への送水を停止することなく、当該トンネルの計画的な維持

管理、点検、機能保全のための対策を実施することが可能となった。 

 

（２）事業による波及的効果等 

①産地収益力の強化 

本地区では、群馬用水土地改良区が水利用による農業技術体系の確立を奨励し、露地ナス

や秋冬ネギなどの産地化が図られており、県普及組織の協力を得ながら、園芸を中心に新規

作物の導入や新技術の普及が進められている。本事業による農業用水の安定供給の維持は、

これらの活動を通じた産地収益力の強化に寄与している。 

 

②担い手の育成・確保 

本地域の法人経営体数は、事業実施前（H22）の 267 経営体から事業実施後(R２)の 394 経

営体へと約 1.5 倍に増加しており、群馬県全体（約 1.3 倍）と比べて増加率が大きくなって

いる。特に農事組合法人が 30 経営体から 103 経営体と大きく増加している。また、経営耕

地規模別農家数を見ると 3.0ha 以上の大規模経営体の占める割合が事業実施前（H22）の６％

から事業実施後（R２)の９％と３ポイント増加しており、経営規模の大規模化が図られてい

る。本事業による農業用水の安定供給の維持は、担い手（効率的かつ安定的な経営体）の育

成・確保に寄与している。 

 

③水道用水の安定供給 

榛名幹線有馬トンネルは農業用水と水道用水を供給する施設であり、水道用水について

は、下流部に位置する群馬県の県央第一水道事務所、高崎市の白川浄水場及び若田浄水場に

用水供給を行っている。本事業の実施は、約 66.5 万人(群馬県人口の約 35％)への水道用水

の安定供給に寄与している。 

 

（３）生産基盤を基にした地区内の取組 

①地域学習の場の提供 

水資源機構群馬用水管理所では、地元中学生を対象とした職場体験学習会や地域住民を対



象とした現場見学会などを実施しており、本事業等で整備された施設を活用して地域の産業

（農業）について学習する機会を提供している。 

 

②農産物の直接販売及び加工販売等の取組 

本地区では、群馬用水に係る事業によって確保した農業用水を活用し、水稲及び野菜等の

計画的な生産が行われており、良好な交通条件を活かして、首都圏への食料供給地としての

重要な役割を果たしている。また、榛名幹線有馬トンネル周辺には農産物直売所が複数設置

され、地区内で生産された農産物は農産物直売所にも出荷されている。また、農産物の加工

販売や観光農園等の取組が推進されており、本事業の実施は農産物の地産地消に寄与してい

る。 

 

③防火用水としての役割 

本事業で整備された榛名幹線有馬トンネルの下流部では、用水が防火用水として利用でき

るよう関係する消防局と協定を締結しており、地域の生活環境の向上に寄与している。 

 

（４）事後評価時点における費用対効果分析結果 

効果の発現状況を踏まえ、評価時点の各種算定データを基に、総費用総便益比を算定した

結果、以下のとおりとなった。 

 

       総便益 202,820 百万円 

          総費用 100,847 百万円 

          総費用総便益比 2.01 

 

（５）事業実施中の環境配慮の取組 

 ①生活環境 

本事業では工事施工中の騒音・振動による地域住民への影響を軽減するため、低騒音機械

を使用し、工事を実施した。特に、発進立坑の施工では、油圧式バイブロハンマではなく、

硬質地盤クリア工法により鋼矢板を打設するとともに、防音ハウスを設置することで、騒音・

振動による影響を低減した。 

 

  ②自然環境 

本事業では、工事施工の際に掘削する到達立坑及び管理用道路の周辺における動植物への

生息・生育環境に配慮するため、貴重種が発見された場合は必要に応じて移植等の措置を行

うこととしていた。工事実施前の平成 27 年２月～平成 28 年１月に動植物の生息・生育状況

を調査したが、改変範囲内において貴重種は発見されなかったため、貴重種の移植等は実施

しなかった。なお、希少猛禽類については、改変範囲内での飛翔が確認されたが営巣は確認

されず、平成 29 年７月に実施した追跡調査（管理用道路が完成し到達立坑の工事中に実施

した調査）において改変範囲外での営巣、繁殖が確認された。 

 

  ③農村景観の維持 

本地区は旧水資源開発公団営「群馬用水事業」(昭和 38 年度～昭和 44 年度)により用水が

確保されて以来、担い手農家等による営農が継続されており、現在も地域で受け継がれてき

た農村景観が維持されている。またアンケート調査結果によると地域住民の約 75％が「農村

らしい景観の維持(田園、水路など)」に関心があると回答しており、営農の継続による農村

景観の維持は地域住民にも重要視されている。 



 

（６）今後の課題等 

本地区では、群馬用水に係る事業によって確保した農業用水を活用し、水稲及び野菜等の

計画的な生産が行われており、今後も引き続き、群馬県が策定した『「野菜王国・ぐんま」推

進計画 2020』（令和４年２月一部改正）等の施策に基づく産地収益力の強化、各市町村が策

定する地域計画に基づく担い手の確保、育成など、地域農業の持続的発展に向けた取組を推

進していく必要がある。 

この下支えとして、群馬用水地区全体の水利施設の機能を保全し、用水の安定供給を維持

していくため、本地区では令和６年度から群馬用水施設改築事業に着手し、経年的な劣化が

進行している土木施設や電気・機械設備の改修・更新を進めているところであり、引き続き

施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減に向けた取組を推進していく必要がある。 

 

【総合評価】 

本事業により、榛名幹線有馬トンネルの補強及び併設水路の新設を行ったことで、トンネルの崩

落を未然に防止し、農業用水の安定供給が図られるとともに、併設水路の新設によって施設の計画

的な維持管理が可能となった。 

本地区では、群馬用水土地改良区が水利用による農業技術体系の確立を奨励し、県普及組織の協

力を得ながら園芸を中心に新規作物の導入や新技術の普及が進められている。地区内で生産された

農産物は良好な交通条件を活かして首都圏に供給されるとともに、農産物直売所での直接販売等を

通じて地産地消の取組も進められている。 

本事業による農業用水の安定供給の維持は、これらの活動を通じた産地収益力の強化や担い手の

育成・確保等に寄与するものであり、引き続き地域農業の持続的発展に向けた取組を推進していく

必要がある。 

 

【技術検討会の意見】 
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